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年 （月 ） 上 場 会 社 数 上 場 発 行 株 種 上 場 株 式 数 取 引 高 回 転 率 時 価 総 額 回 転 率
ユ985年 342杜 414種 7，955，343，875株 72．27％ 66．06％
1986 355 485 9，410，142，525 110．81 106．82
1987 389 餌迫 1，518，975．769 ユ29．89 105．23
1988 502 970 2，511，383，320 154．14 139．83
1989 626 1，284 4，242，3鵬 ，845 111．85 1（鳩．87
1990 669 1，115 4．796，327，261 68．57 64．72
1991 686 1，013 5，101，926，773 82．38 79．42









1993 693 1，鵬 5 5，760，143，∝ 12 186．55 182．02
1994 699 1，089 6，㊦ 0，511，222 174．鋸 171．糾
1995 721 1，122 7，609，405，633 105．11 100．62
1996 760 1，143 8，598，375，416 97．26 102．27
1997 1，135 1，366 9．750，221，147 125．68 130．40
1998 1，079 1，275 12，610，787，235 255．76 2（減 ．26
1999 1，178 1．390 21，415，676，肌 2 460．鎚 353．34
2α）0 1，308 1，517 26，687，Ⅸ）4．472 496．12 362．52
2α）1 1．410 1，616 27，992，360．730 785．42 344．42
2∝ 12 1，526 1，717 36，980，950，491 865．13 293．75
2個 3 1，563 1，750 35，791，608，3Ⅸ） 678．糾 252．73
2∝国 1，573 1，751 35，602，813，589 462．11 174．18
2∝ I5 1，620 1，789 37．286，972，630 745．41 221．02
2∝ 略 1，694 1，860 41，弘 2，479，179 515．68 175．20
2〔沿7．1 1，7（国 1．870 42，082，705，378 43．66 12．79
致上記数億には、1997年以降、KOSDAQ市場が含まれている。1997年を例に取れば、上場
会社数1，135の内、KOSDAQ市場は359、従来の韓国証券取引所上場会社数は、776社で
ある。
Ⅴ　アジア通貨・金融危機以降の韓国会計基準の変化
1997年12月のアジア通貨・金融危権は、韓国の会計制度の変化に重大な影
響を与えることになった。韓国政府は、IMFや世界銀行との間に種々の協
定を結ぶことになった。特に、韓国政府と世界銀行は1998年9月、会計情報
の信病性と企業経営の透明性を向上させるため、政府から独立した民間の会
計基準制定槻稀を設立することに合意した。これにより、1999年6月30Eiに
韓国証券取引所や大韓商工会議所など13の会員機関が参加し、韓国会計研究
院の設立発起人大会兼創立総会が開催され、確定した定款に基づいて同年8
月31日社団法人として設立され、同年9月1日に韓国会計研究院（Korea
－122－
Accountinghstitute；KAI）が開設され、活動を開始している。21設立時13の
会員機関は、その後、韓国公認会計士会（KoreanInstituteofCertifiedPublic
Accountants；KICPA）、大韓商工会議所（KoreaChamberofCommerce＆
hdustry；KCCI）、全国経済人連合会（FederationofKoreanIndustries）、中
小企業中央会（KoreaFederationofSmal1andMedlumBusiness）、韓国上場
会社協議会（KoreaListedCompanyAssociation）、全国銀行連合会（Korea
FederationofBanks）、韓国証券業協会（KoreaSecuritiesDealersAssocia－
tlOn）、資産運用協会（AssetManagementAssociationofKorea）、生命保険
協会（KoreaLifehsuranceAssoeiation）、大韓損害保険協会（KoreaNon－
LifehsuranCeAssociation）、韓国証券先物取引所（KoreaExchange）、金
融監督院（FinancialSupervisoryService；FSS）、韓国会計学会（Korea
AccoumtingAssociatlOn）、幽KOSDAQ上場法人協議会（KosdaqListed
CompaniesAssociatl0n）という14の機関に拡大している。22
韓国会計研究院は、会員総会（GeneralMembership）、理事会（Boardof
Directors）、韓国会計基準委員会（KoreaAccountingStandardsBoard；
KASB）、韓国会計基準諮問委員会（KoreaAccountingStandardsAdvisory
CounCil；KASAC）、調査研究室（ResearchDepartment）という5つの組織
から構成された。23
財務会計概念体系の導入、条文式会計基準の報告書式基準書への転換等、
国際会計基準をベンチ・マークとする会計基準の国際化が本格的となり、常
時改正作業体制に転換した。24
21金思烈前掲訳書8頁。
22　キム・イルソプ稿、権寮般・杉本徳栄訳［2001］「韓国における会計改
革」r企業会計j（中央経済社）第田巻第4号、2001年4月、109頁訳注。
杉本徳栄［2008］『基本テキストシリーズ国際会計（改定版）』（同文館）
2008年9月、156貫。
お　キム・イルソプ満、権泰股・杉本徳栄訳上掲稀105頁。
－123－
韓国会計研究院傘下の会計基準委員会は、2∞0年8月25日、「企業会計基
準前文」を発表して自身の基本的観点を明らかにし、翌年から「会計基準
書」を発表して既存の企業会計基準の代替とした。なお、先に記した金思烈
監訳書『韓国会計研究院会計基準委員会　企業会計基準書日本語版』（韓英
会計法人・株式会社韓英JBS）は、第1分冊から第6分冊まで発行されてお
り、企業会計基準書23号まで収録されている。同書による制定年月日に続い
て、筆者がその後の改正年月日を追記した。
企業会計基準書「前文」（2（氾0年8月25日制定、2005年1月11日改正、2007
年12月21日改正、2008年12月30日改正）
企業会計基準書第1号「会計変更と誤謬修正」（2001年3月30［】制定）
企業会計基準書第2号「中間財務諸表」（2001年12月27日制定、2006年8
月25日改正、2007年5月25日改正）
企業会計基準書第3号「無形資産」（2001年12月27E】制定）
企業会計基準書第4号「収益認識」（2001年12月27日制定、2002年12月19
日改正、2003年12月23El改正、2004年11月19日改正）
企業会計基準書第5号「有形資産」（2001年12月27日制定、2002年12月19
日改正、2006年8月25日改正、2007年5月25日改正、2008年12月30日改正）
一（以上第1分冊収録）
企業会計基準書第6号「貸借対照表日後に発生した事象」（2001年12月27
日制定、2∝〉2年12月19日改正）
企業会計基準書第7号「金融費用の資本化」（2001年12月27日制定）
企業会計基準書第8号「有価証券」（2002年1月25日制定）
企業会計基準書第9号「転換社債」（2002年1月25日制定、2007年5月25
日改正）　　　　　　　　　　　　　　　　　　－（以上第2分冊収録）
企業会計基準書第10号「棚卸資産」（2002年8月9日制定）
別　ヂ梱奉・夏目重美前掲稿193－194頁。
－124－
企業会計基準書第11号「廃止事業」（2002年12月31日制定、2003年12月23
日改正、2004年12月3日改正、2005年12月9日改正）
企業会計基準書第12号「建設塑工事契約」（2003年2月21日制定）
企業会計基準書第13号「債権・債務調整」（2003年11月7日制定）
企業会計基準書第14号「中小企業の会計処理特例」（2003年12月23日制定）
－（以上第3分冊収録）
企業会計基準書第15号「持分法」（20似年2月13日制定、2（氾7年5月25El
改正、2（氾8年2月22El改正）
企業会計基準書第16号「法人税会計」（2∝沌年6月16日制定、2005年6月
3日改正、2007年9月14日改正）
企業会計基準書第17号「引当金、偶発負債及び偶発資産」（2004年10月13
日制定）　　　　　　　　　　　　　　　　　　－（以上第4分冊収録）
企業会計基準書第18号「ジョイントベンチャー投資」（2005年2月3日制
定）
企業会計基準書第19号「リース」（2005年3月18日制定、2007年5月25日
改正）
企業会計基準書第20号「特殊関係者の開示」（20伽年11月19E】制定、2007
年5月25日改正）
企業会計基準書第21号「財務諸表の作成と表示I」（2006年2月6日制定）
－（以上第5分冊収録）
企業会計基準書第22号「株式基準補償（株式に基づく報酬）」（2Ⅸ妬年4月
14日制定）
企業会計基準書第23号「一株当り利益」（20肌年12月27日制定、2006年9
月13日公表）　　　　　　　　　　　　　　　　一（以上第6分冊収録）
また、これに続いて、次の企業会計基準書も制定されている。25
25JETRO［2007］r韓国進出ガイドブックj（JETROSEOULCENTER）
－125－
企業会計基準書第24号「財務諸表の作成と表示Ⅲ」（20髄年7月7日制定、
2007年10月11日改正）
企業会計基準書第25号「連結財務諸表」（2∝）7年1月8日制定）
このように精力的に制定され、適宜に改正される企業会計基準書は、次々
と従来の企業会計基準に取って代わり、会計情報の有用性と国際的整合性を
高める努力の跡を明示するものである。2（泊7年12月31日現在、上記25の企業
会計基準書は、すべて施行されている。26なお、韓国の企業会計基準書は、
企業会計基準書前文、企業会計基準書第1号一第25号を基本とし、金融機関
関連（金融持株会社、企業構造調整投資会社、間接投資機構）、財務諸表概
念体系、企業会計基準解釈書、企業会計基準（大部分は企業会計基準書で代
替）、産業別会計処理基準、企業会計基準適用事例等の体系として成立して
いる。
Ⅵ　終わりに－国際財務報告基準（lFRSs）の導入と諸課題
先に述べた通り、2007年3月15日、韓国会計基準院とその傘下の会計基準
委員会は、国際財務報告基準の採用に関するロードマップを公表し、すべて
の上場企業に対して、2011年から国際財務報告基準による財務諸表の作成を
義務付けることとし、全面的にこれを導入することになった。早期導入を希
望する企業は、2009年から適用可能である。非上場企業については、非上場
基準が制定されることになる。27
2007年11月23日、韓国会計基準委員会は、韓国採択国際会計基準（Korean
2∝I7年5月、222頁。
26　あずさ監査法人・三最会計法人・KPMG編［2（氾8］『韓国のビジネス実
務ガイドブック』（中央経済社）2008年9月、225－226頁。
27　杉本徳栄前掲稀、図表1、71頁。
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InternationalFinancialReportingStandards；KAIFRS）を制定した。韓国採
択国際会計基準を構成する企業会計規準書と国際会計基準（IAS）及び国際
財務報告規準（IFRS）は、一貫した連番によって対応させている。IASに対
応するK－IFRSは、1001号から1099号までを使用し、IFRSに対応するK－
IFRSは、1101号から1999号までを使用する。また、解釈指針委員会
（StandingInterpretatlOnCommittee；SIC）解釈指針に対応するK－IFRSは、
2001号から2099号までを使用し、国際財務報告規準解釈委員会（IFRIC）の
解釈指針に対応するK－IFRSは、2101号から2999号までを使用する。
なお、非上場企業会計基準は、韓国採択国際会計基準によって会計処理し
ない企業に適用される。非上場企業会計基準を構成する基準書の一連番号は、
3001号から3999号までを使用し、その解釈指針は4001号から4999号までを使
用する。また、特種分野会計基準を構成する基準書の一連番号は、5（氾1号か
ら5999号までを使用し、その解釈指針は6001号から6999号までを使用する。
韓国の会計基準の行く末は、国際財務報告基準との関係性において、国内
における新たな諸課題に直画することになった。国際財務報告基準の導入に
ついては、全面的導入なのか、国内基準との整合化を指向する導入なのかに
ついて、これまで様々な論議がなされてきた。
会計基準制定主体の実質的独立性の問題、株式会社外部監査に関する法律
や商法と国際財務報告基準との整合性の開港、証券取引法等関連法規と国際
財務報告基準との整合性の問題、税法との調整等、解決すべき課題は多い。
外観上、国際財務報告基準との一体性が確立したかに見える韓国会計基準と
これを取り巻く会計制度は、その実質において大きな課題を内包している。
韓国における国際財務報告基準定着の成否は、今後の法制度改変過程を観
察するとともに、韓国企業固有の実務的要因を解決する過程を観察すること
によって明らかとなる。このロードマップの公表は、「過去の粉飾決算の事
故整理期限が満了される時点で行われたもので、今まで持続的に実施されて
きた韓国の会計先進化への努力を完了させ、名実ともに国際的なレベルに合
一127－
わせた会計制度を備えるきっかけとなるもの」28と見られている。
以上、韓国の会計基準の変遷過程について、背景としての会計を取り巻く
経済環境の変化と関連させながら把担し、国際財務報告基準の導入と今後の
課題に言及した。アジア通貨・金融危機以前の韓国の会計基準は、政府の政
策H的を反映しながら、国内の矛盾を調整しつつ発展を遂げてきた。これに
対して、アジア通貨・金融危機以降の韓国の会計基準は、経済の急激な発展
と国際化に起因する外部的経済環境の圧力によってもたらされたものであり、
この外圧こそが韓国会計基準の本格的変化を顕在化させる要因となった。
国際財務報告基準全面導入の諸課題に．取り組む最中、韓国は今また、新た
な難題に立ち向かっている。アメリカのサブプライム・ショックに端を発す
る、2008年9月15日におけるリーマン・ブラザースの破綻は、その後、世界
的金融危機に発展し、韓国経済にも再び大きな打撃を与えている。世界金融
危機による急激なウォン安は、多くの上場企業に信用不安を招いており、監
査意見を巡って監査法人との乳轢を生じかねない状況下にある。29今後の韓
国における国際財務報告基準ロードマップの先行きに、一層の注目が払われ
ている。
㌶　あずさ監査法人・三最会計法人・KPMG編前掲書226頁。
29　KPMG・三最会計法人編［2009］「会計関連情報一上場企業vs会計法人
‘監査戦争’予告（フィナンシャルニュース2009年1月お日付）」rJapanese
practiceWeeklyNewsletter；JWNj第335号、2009年2月2El。
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